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法定監査に関するＥＵ規制 

－ 経緯・内容・実施状況 － 

EU Regulations on Statutory Audits   

― Background, Content and Implementation Status ― 

 

永見 尊(Takashi Nagami) 

内藤文雄(Fumio Naito) 

 

EU 加盟国における財務報告の虚偽表示事案の発生による法定監査人の監査報告書に対する

投資家の信頼の著しい低下を受けて、EU 規則と EU 改正指令が制定された。これによる EU

全体レベルでの法定監査に対する規制が強化された。EU 加盟各国において所管官庁による

EU規則およびEU改正指令に基づいた規制はCEAOBによって連携・調整されている。本稿は、

かかる CEAOB の諸活動を明らかにし、その上で特に財務諸表監査の質に対する「検査」と

不適切な監査に対する「執行」に焦点を当てて CEAOB がとりまとめる EUにおける監査規制

の実態を調査し、さらに CEAOB のメンバーでもある ESMA がとりまとめる EU における不適

切な財務報告に対する「執行」の実施状況の実態を調査するものである。 

 

Repetition of misstatement cases about financial reporting in EU member countries 

caused a significant decrease of investors’ belief about the audit reporting by statutory 

auditors. In response to the situation, EU Audit Regulation and Amended Audit 

Directive (EU) were legislated and audit regulations for statutory audits were 

strengthened at overall level of EU. Audit regulations by competent authorities in EU 

member countries under EU Audit Regulation and Amended Audit Directive have been 

co-operated and coordinated with CEAOB. This paper sheds light on the oversight 

activities of CEAOB, and especially surveys its “inspection activity” about the quality of 

financial statement audits and “enforcement activity” in terms of the deficient audits. 

Moreover, this paper investigates the “enforcement activity” in terms of the deficient 

financial reporting in EU by ESMA which is a member of CEAOB. 
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1 ．規制の経緯

本稿は，エンロン事件を一つの大きな契機として，上場会社等の財務報告に関する不適正な処
理を防止および摘発するために世界各国で導入された様々な取り組みのうち，EUにおける法定
の財務諸表監査に対する公的な規制を取り上げ，当該規制の実態を明らかにすることを目的とす
る。
財務報告に関する不適正な処理を防止および摘発するための取り組みの多くは，それが導入，
実行され，年数の差があるものの，ほぼ10年を経過している。しかし，この間，上場会社等の財
務報告に関する不適正な処理は，相変わらず発生し，財務諸表監査の質そのものが問われるなど，
制度改革の困難さが認識される。完璧な制度はありえないし，制度の目的が完全に果たされるこ
ともないであろう。他方，制度改革が財務報告に関する不適正な処理の防止および摘発に役立ち
を示していることもまた事実であろう。
当該取り組みのなかで，財務諸表監査の改革の目玉は，監査人のローテーションを監査事務所
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＜要　　約＞
EU加盟国における財務報告の虚偽表示事案の発生による法定監査人の監査報告書に対する投

資家の信頼の著しい低下を受けて，EU規則と EU改正指令が制定された。これによる EU全体
レベルでの法定監査に対する規制が強化された。EU加盟各国において所管官庁による EU規則
および EU改正指令に基づいた規制は CEAOBによって連携・調整されている。本稿は，かかる
CEAOBの諸活動を明らかにし，その上で特に財務諸表監査の質に対する「検査」と不適切な監
査に対する「執行」に焦点を当てて CEAOBがとりまとめる EUにおける監査規制の実態を調査
し，さらに CEAOBのメンバーでもある ESMAがとりまとめる EUにおける不適切な財務報告
に対する「執行」の実施状況の実態を調査するものである。
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内だけでなく，監査事務所そのものを定期的かつ強制的にローテーションさせることにあった。
これは，欧州委員会が2010年10月13日に公表した「グリーン・ペーパー　監査政策：危機からの
教訓」で指摘した，「ビッグ・フォー・イズ・ベスト」バイアス

1）
への最大の対処方法である。グ

リーン・ペーパーの提言は，2014年に制定された，「公共の利害のある企業の監査に追加して要
求される広範な規則」（以下，EU規則

2）
），および「すべての企業の監査に対する第 8号指令の改正」

（以下，EU改正指令
3）
）によって具体化された。この対処方法の国内法化にあっては，国によって

一部異なるが，強制ローテーションの実現可能性を考慮して10年間などの猶予期間が設定されて
いる。一方，わが国では監査事務所内での担当監査人の定期的なローテーションは行われている
が，監査事務所間の定期的な強制ローテーションについては，金融庁において検討されたものの
現時点では見送られている状況にある

4）
。このことが，上記の不適正な処理を監査で摘発できてい

ない遠因の一つになった可能性を否定できない。
財務報告に関する不適正な処理を防止および摘発するための取り組みは，財務諸表監査にかか
わるものだけではない。今世紀に入ってからの改革は，財務諸表監査の質に対する規制の強化に
加えて，企業に対しても財務報告そのものの信頼性を確保させる方向で進められている。また，
この改革は，特に Public Interest Entities（PIEs: 公共の利害のある組織体）の企業（以下，PIE企業），
すなわち上場会社や非上場でも社会に与える影響が顕著な銀行・保険等の会社などの財務報告や
その監査，あるいはコーポレート・ガバナンスに向けられている。
たとえば，ドイツでは，EU規則と EU改正指令を受けて，PIE企業に対して，連邦金融監督

庁（Bundesanstalt für Finanzdienstleistungsaufsicht: BaFin）とその監督下にあるドイツ会計検査局
（Deutsche Prüfstelle für Rechnungslegung: DPR）が特定の PIE企業の財務報告を対象として重要な
誤謬の有無を検査し，重要な誤謬のあった企業は，WEBでその誤謬内容が公表されている。さ
らに，当該企業の財務諸表の監査人が実施した監査の質を検査する，決算書監査人監督局
（Abschlussprüferaufsichtsstelle: APAS）にも当該企業の重要な誤謬の通知が行われ，決算書監査人
の過誤の有無が検査され，過誤があった場合には，職業監督上の措置が行使されている

5）
。

この仕組みは，PIE企業の財務報告の信頼性をその作成と監査の両面から確保すべく，公的機
関が主体的に規制を課している点に特徴がある。同様の仕組みは，EU加盟国にも導入されてお
り，上記のグリーン・ペーパーの問いかけに対して設定された EU規則と EU改正指令での改革
内容が実行されている

6）
。

EU規則と EU改正指令はともに，法定監査人に対する監督体制を，監査の専門職業グループ

 1）Cf. European Commission （2010）, p. 16.
 2）European Parliament and the Council （2014-2）.
 3）European Parliament and the Council （2014-1）.
 4）日本経済新聞電子版，「監査法人の交代制見送り　金融庁，企業負担増に配慮」，2020/1/14。
 5）内藤文雄（2019）および同（2020）参照。
 6）EU規則は，発効後 2年経過後の2016年 6 月17日からすべての EU加盟国に適用（ただし，規則第16条第
6項は2017年 6 月17日から適用）され，また，EU改正指令は，2016年 6 月17日までの 2年以内に加盟国の
法律に変換（国内法化）された。
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とは独立した官庁による監督体制として規定している。この結果，アメリカの PCAOBと同様に，
EU諸国においても，財務諸表監査の質の監督体制は，プロフェッションによる職業自治主体で
はなく，公的な直接監督が主となった。
そこで，本稿は，法定財務諸表監査の質に対する公的な規制の実施状況を観察する。

2．規制の概要

本節では，欧州委員会による解説
7）
に基づき，改革の主な内容を整理したうえで，財務諸表監査

の質に対する規制の制度内容を整理する。
規制の背景には，EU加盟国において虚偽表示事案が発生し，銀行など金融機関や上場会社の
監査済み財務諸表の信憑性や信頼性について投資家の間で疑念が生じ，法定監査人の監査報告書
に対する投資家の信頼が著しく低下したことがある。
その要因として，被監査会社とその監査事務所との間の過度の親密さ，利益相反のリスク，法
定監査人の独立性に対する脅威などが指摘され，法定監査人が職業的懐疑心を徹底的に発揮する
能力に対して疑義が生じたことがある。この結果，監査市場の寡占による監査事務所の選択の困
難性とシステミック・リスク

8）
が懸念され，法定監査に対する規制の強化がはかられた。

改革の主題は次の 4点である。
1．被監査会社の財務情報の透明性の強化
2．法定監査人に対して，独立性と職業的懐疑心の行使に関する強い権限を付与すること
3． EUにおけるよりダイナミックな監査市場の醸成，すなわち監査の単一市場を強化する目
的での監査事務所のための「ヨーロッパ・パスポート」の確立

4． 法定監査人の監督と EUの所管官庁による監査監督の調整の改善
かかる 4つの主題は，2016年 6 月17日から施行された EU規則と EU改正指令によって以下の

ように具体化された。
まず，EU改正指令では，次の 5点の改革が要求された。
・特に法定監査人および監査事務所の組織要件を改善することによる，独立性に関するより強
い要件の導入

・監査報告書を投資家にとってより有益なものにし，財務諸表に関する単なる標準化された監
査意見を超えた，監査報告書における監査対象企業に関する関連情報の提供

・監査プロフェッション公的監督を担当する所管官庁の能力と権限の強化
・制裁の種類や該当者（addressee）と，たとえば制裁を適用する際の所管官庁が考慮すべき基
準とを調和させることによる，より有効な制裁体制の確立。つまり，①制裁の種類と該当者
の確定，②制裁を適用する際に所管官庁が考慮すべき基準の設定，③制裁の公表，④潜在的
な違反の報告を奨励するメカニズムの設定。これらにより，2016年 6 月に新たに設置された，

 7）Cf. European Commission （2020-1）.
 8）金融システム全体を一気に麻痺させ，崩壊させる危険性。

013-034_三田商学_63-3-02_永見_内藤_Pr6N_4k-1.indd   15 2020/10/19   14:03



三 田 商 学 研 究16

欧州監査監督団体組織連携委員会（Committee of European Auditing Oversight Bodies: 以下，

CEAOB）において，欧州証券市場局（European Securities and Markets Authority: 以下，ESMA）

を創設し，監査人の公的監督システムに関連する加盟国と第三国間の国際協力の促進
・EUレベルで国際監査基準を採用する欧州委員会の能力の更新
また，EU規則では，次の 6点が改革の主要点として具体化された。
・監査報告の要件を強化し，監査委員会に対して，監査のパフォーマンスに関する完全な情報
を含む，追加のより詳細な報告の導入

・法定監査人および監査事務所の定期的な強制ローテーションの導入（銀行や保険会社などの
第三者が大規模な会社に課している「ビッグ・フォー・オンリー」契約条項の禁止。規制の発効か

ら 3年後に適用）

・法定監査人または監査事務所が被監査会社に提供できない非監査業務のリストの確立
・非監査業務による報酬に対する上限の設定
・監査委員会の役割と能力を強化し，法定監査人または監査事務所の任命，ならびに監査の監
視における明確な直接的役割の付与

・PIE企業の法定監査人や監査事務所と PIE企業の公的監督者との間の対話の確立
これらのうち，本稿が対象とする規制の取り組みの強化は，EU改正指令が定める，「監査プ

ロフェッションの公的監督を担当する所管官庁の能力と権限の強化」および，「制裁の種類や該
当者と，たとえば制裁を適用する際に所管官庁が考慮すべき基準とを調和させることにより，よ
り有効な制裁体制の確立」ならびに EU規則が定める「PIE企業の法定監査人や監査事務所と
PIE企業の公的監督者との間の対話の確立」の 3点である。
上記の通り，EU加盟国国内および EU全体レベルでの監視の強化がはかられ，国内では，法
定の財務諸表監査に対する公的監視システムに対する最終的な責任を負う単一の権限ある所管官
庁（以下，監査監督機関）が指定され，そこに EU規則および EU改正指令の規定の違反を検出，
抑止，防止するための調査および制裁の権限を持たせることになった

9）
。欧州レベルでは，当該監

査監督機関の協力・調整が行われるが，CEAOB（各国の監査監督機関の代表者と ESMAで構成）が
これを担当することになった。特に，ESMAは，監査人の公共監視システムに関連する加盟国
と第三国間の国際協力を促進することを目的とし創設されている

10）
。次節では，CEAOBと ESMA

の活動を概観する。

 9）加盟国は，所管官庁が行うべき，PIE企業に対する 5つの主要活動（法定監査人・監査事務所の承認・登
録，目的適合的な基準の採用，継続的専門教育，品質保証制度，および調査・行政処分制度）のうち，品質
保証制度の活動は原則として他の組織に委譲できない。また，品質保証制度，調査・行政処分制度の活動の
うち制裁に関するものは，委譲する組織体が監査プロフェッションから独立している場合にのみ委譲できる
（Cf. Accountancy Europe （2019）, p. 3）。
10）Cf. European Commission （2020-1）, “VII. Enhancing oversight at national and European level”.
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17法定監査に関する EU規制

3．CEAOB・ESMAによる活動

3 - 1 　CEAOB

CEAOBは，EUレベルにおける各国の監査監督機関間の連携を担う新しい枠組みとして創設
された。その役割は，EUにおける法定監査に対する監督を強化することにあり，EU規則およ
び EU改正指令が掲げる主要な目的に基づいている。CEAOBは，各国の監査に対する監督のコ
ンバージェンスを促すことによって，EU規則および EU改正指令を効果的かつ一貫して適用す
ることに貢献している

11）
。現在，CEAOBのメンバー構成は，Ralf Bose氏（ドイツ監査監督機関）

を議長として，オーストリア，ベルギー，ブルガリア，クロアチア，キプロス，チェコ，デン
マーク，エストニア，フィンランド，フランス，ドイツ，ギリシャ，ハンガリー，アイルランド，
イタリア，ラトビア，リトアニア，ルクセンブルグ，マルタ，オランダ，ポーランド，ポルトガ
ル，ルーマニア，スロバキア，スペイン，スウェーデンおよび ESMAとなっている

12）
。

CEAOBの活動は，EU規則において規定されている。まず，加盟国の監査監督機関は，EU規
則の目的の達成に必要な場合には，相互に協力しなければならない

13）
。その上で，各国の監査監督

機関間の連携は，CEAOBの枠組みのなかで組織化されること，そして CEAOBは定期的に会合
を開催すること，EU規則および EU改正指令の履行に関する情報交換，助言および最善の実務
を促進すること，そして要請に応じて監査監督機関に対して専門的な助言を行うことなどが同規
則において規定されている

14）
。このように，CEAOBは，監査に関する EU規則および EU改正指

令という法的枠組みの有効性を最大化することを目的として，各国監査監督機関における効果的
な連携に貢献するために，加盟国における情報交換の促進や専門的助言を行うことを実施する。
さらに CEAOBは，以下についても実施することが求められている

15）
。

・法定監査人に対する教育の資格認定に関する連携とコンバージェンスに貢献すること
・他の加盟国における法定監査人の認可に関して，適用期間および能力テストの要求事項のコ
ンバージェンスを求めること

・監査監督機関が科したすべての行政処分および制裁措置に関する情報を収集し毎年公表する
こと

・加盟国が EU規則を適用しないという例外的状況に関する情報を収集すること
・法定監査人および監査事務所の定例会議をとりまとめること
・PIE企業に対する法定監査業務を提供する市場の質と競争に対する監視を促進すること
・加盟国の監査監督機関からの要請を受けて，国境を越えた影響に関連した品質保証レビュー
または調査の連携を担うこと

11）Cf. CEAOB （2020-2）.
12）Cf. European Commission （2020-2）.
13）European Parliament and the Council （2014-2）, Article 29: Obligation to Cooperate.
14）Ibid., Article 30: Establishment of the CEAOB.
15）Cf. CEAOB （2018-1）.
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・加盟国の監査監督機関からの要請を受けて，特定のネットワークに関する監査監督機関のカ
レッジを設立すること

・連携に関する協定および第三国の監査監督機関との情報交換に関する指針を作成すること
CEAOBは，それぞれの目的を遂行するために 5つの常設サブ・グループを有している。各サ
ブ・グループの名称と役割は以下の通りであり

16）
，その組織構成は「第 1図」に示した通りとなっ

ている
17）
。

・検査（Inspections）サブ・グループ：監査品質の保証手続の領域における情報交換，専門的
助言および最善の実務の促進

・International Auditing Standardsサブ・グループ：国際監査基準の技術的な検証への貢献
・執行（Enforcement）サブ・グループ：監査監督機関による調査と制裁措置に関する情報交
換，専門的助言および最善の実務の促進

・Market Monitoringサブ・グループ：法定監査業務の市場の質と競争に関する監視業務の促
進

・International Equivalence and Adequacyサブ・グループ：第三国の公共監視システムに対す
る技術的評価および加盟国と第三国との間の国際協力への貢献

本稿では， 5つのサブ・グループのうち，「検査サブ・グループ」と「執行サブ・グループ」
の活動に着目し，上記の一連の監査改革の主眼となった PIE企業の法定財務諸表監査の質に対
する規制，ならびに PIE企業による IFRSや IASの適用上の問題を分析し，その結果を公表する
取り組みの状況を明らかにする。

第 1図　CEAOBの構成とサブ・グループ

（出所）CEAOB （2019-1）, “2. CEAOB structure and sub-groups”.

Consultative 
Group

Colleges
（Art. 32 Reg.）

Chair Vice-Chair

Secretariat

Observers

・EBA
・EIOPA

・EEA Countries

検査サブ・
グループ

International
Auditing

Standards
サブ・グループ

執行サブ・
グループ

Market
Monitoring

サブ・グループ

International
Equivalence 
& Adequacy
サブ・グループ

CEAOB　全体会議

28 Member States + ESMA

16）Ibid.
17）Cf. CEAOB （2019-1）.
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3 - 2 　ESMA

ESMAは，欧州の独立規制当局であり，投資家保護を強化し，そして安定した金融市場を促
進することによって EUの金融システムの安定を守ることに貢献するものである。ESMAは，
ヨーロッパにおける金融監督システムの創設を求めた2009年 de Larosière reportの勧告を契機 

として創設された。ESMAはヨーロッパ証券規制委員会（Committee of European Securities 

Regulators）を母体としており，2011年 1 月 1 日にその活動を開始した。ESMAの活動は，次の
4つで構成されている

18）
。なお，ESMAの創設および権限は法によって裏付けられている

19）
。

・投資家，市場および金融の安定に対するリスクの評価：投資家が情報を利用可能とすること
によって，そして投資家への警報を公表することによって透明性と投資家保護を促すこと

・EU金融市場に関する単一のルールブックの作成：技術的な基準を進展させることおよび新
しい法律の進展に関する助言を EUの各機関に与えることによって，EUにおける単一の市
場の質を向上させること

・最善の実務を共有し，効率性を改善することによる監督業務の標準化の促進
・特定の金融機関に対する直接的な監督
ESMAは，前述のように CEAOBにメンバーとして組み入れられており，規制当局者としての

視点から CEAOBの会議において助言を行っており，そして法定監査の規定の履行と継続的適用，
国際監査基準に対する技術的検証，および PIE企業に対する法定監査業務における市場の質と
競争に対する監視に貢献している。さらに ESMAは，第三国の監督システムに対する技術的評
価および EUと第三国の監査監督機関における協力に責任を有するサブ・グループの議長を務め
ている

20）
。

4 ．CEAOBによる検査と執行の実態とその実効性

4 - 1 　検査の実態
CEAOBの検査サブグループ（ISG）は，CEAOBメンバー間における検査活動に関する連携と

一貫性を高めること，そして監査事務所およびその他第三者との効果的なコミュニケーションを
とることを目的として活動している

21）
。ISGのメンバーは，FRC（イギリス）を議長として，

CPOSA（ブルガリア），PAOB（チェコ），DBA（デンマーク），AOB（ドイツ），EAA（エストニア），
IAASA（アイルランド），AOOB（ギリシャ），ICAC（スペイン），H3C（フランス），APOC（クロア

チア），CONSOB（イタリア），CYPAOB（キプロス），AOC（ラトビア），AVNT（リトアニア），
CSSF（ルクセンブルグ），APOA（ハンガリー），AB（マルタ），AFM（オランダ），AAOA（オース

18）Cf. ESMA （2020-4）.
19）Regulation （EU） No 1095/2010 of the European Parliament and of the Council of 24 November 2010 

establishing a European Supervisory Authority （European Securities and Markets Authority）, amending 
Decision No 716/2009/EC and repealing Commission Decision 2009/77/EC.

20）Cf. ESMA （2020-1）.
21）Cf. CEAOB （2018-2）.
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トリア），AOC（ポーランド），CMVM（ポルトガル），CSIPPC（ルーマニア），APOA（スロベニア），
PRH（フィンランド），SIA（スウェーデン）および ESMAとなっている

22）
。

ISGは2019年11月21日に会議を開催し，種々の作業に関する最新情報などを共有し，ISGの作
業計画と2020年の監査監督機関の作業計画等について議論している

23）
。検査の結果については，そ

の概要のみがWEBで公表されている
24）
。

検査の実態の詳細には接近できないが，WEB公表内容から検査の結果について概要を整理し
（「第 1表」（22-23頁）参照），認識できる要点を指摘したい。検査の結果概要から次の諸点を指摘
できる。
・検査結果は， 4業種別に示されているが，問題となった ISAのうち， 4業種すべてで問題
とされたのは，ISA 330「評価されたリスクに対応する監査人の手続」と ISA 540「会計上の
見積りと関連する開示の監査」の 2基準である。前者は，重要な虚偽表示リスクの評価結果
に基づく監査手続の計画に関する基準であり，監査の根幹をなしている。後者は，会計上の
見積りと開示に対する監査であり，会計上の見積りに対する経営者の判断の合理性をどう評
価するのかという点で，これも監査の重要な課題に関連する。

・ISAが関連し，問題となった「最も影響を受ける財務諸表項目」として指摘されている「収
益」と「棚卸資産」は，金融業を除く業界における会計処理について問題が多数指摘されて
きた項目である。また，銀行業での「貸付金」と「金融資産」についても同様に問題が多い
項目である。これらに関連する IFRSs（ISAを含む）の重要性が改めて認識される。

・上記の 2基準に関連した監査の問題点の具体的な内容は，「検査による発見事項例」で示さ
れている。検査によって指摘を受けているこれらの諸点は，財務諸表監査で特に留意すべき
事項を意味しており，検査結果の概要ではあるものの，それが公表されている意味は大きい
と考えられる。

・「コメント」に指摘された事項は，いずれも現在の財務諸表監査で基本的に重要な点である。
「適切なリスク評価」，「組織体（被監査会社）のビジネスモデルの十分な理解」，「職業専門家
の懐疑心と専門知識」，「ITシステムの検証」といったキーワードは，財務諸表監査の質に
影響する重要事項を指している。

以上のように，CEAOBによる検査結果は，PIE企業の財務諸表監査の質をめぐる問題について，
その実態を表しており，将来に向けて監査で重視あるいは留意すべき点を指摘しおり，その有用
性が認められると言えるであろう。　

22）Cf. European Commission （2020-3）.
23）Cf. CEAOB （2019-3）.
24）Cf. CEAOB （2019-2）.
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4 - 2 　執行の実態
　（ 1）監査に対する執行

CEAOBの執行サブ・グループ（ESG）は，調査および執行に関する情報交換，専門的助言お
よび最善の実務を促進すること，ならびに監査監督機関が科した行政処分および制裁措置に関す
るすべての情報を収集し，毎年公表することを目的として活動している

25）
。ESGのメンバーは，

PRH（フィンランド）を議長として，CPOSA（ブルガリア），PAOB（チェコ），DBA（デンマーク），
AOB（ドイツ），IAASA（アイルランド），AOOB（ギリシャ），ICAC（スペイン），H3C（フランス），
CONSOB（イタリア），CYPAOB（キプロス），AOC（ラトビア），AVNT（リトアニア），CSSF（ル

クセンブルグ），AB（マルタ），AAOA（オーストリア），CMVM（ポルトガル），APOA（スロベニア）

および FRC（イギリス）となっている
26）
。

ESGによる執行状況の調査は，各国の監査監督機関から情報と統計値を収集することを目的
として，2017年 9 月，2018年 6 月および2019年 6 月の 3回にわたって実施されている。この調査
は，欧州経済地域（EEA）における監査監督機関に対して質問票を発送するという形で実施され
た。以下，それぞれの調査における行政処分と制裁措置の件数およびその内容に関する集計結果
とその特徴について検討していく。
監査に対する執行の調査は，すべての加盟国である28ヵ国の監査監督機関および 3つの EEA

監査監督機関に対して Eメールで発送され，回収された回答を分析するという形で実施されて
いる。2017年の調査

27）
では，2016年の執行状況に関する情報が求められており，全体で27の機関

（EU加盟国から26機関，EEAから 1機関）から回答が得られた。また2018年の調査
28）
および2019年の

調査
29）
においても同様の形で実施され，それぞれ2017年および2018年の執行状況に関する情報が求

められ，いずれも全体で28の機関から回答が得られた。なお，一人の監査人に対して複数の処分
（たとえば，罰金と戒告）が科された場合，それぞれ別個に記入され集計されている。
2017年と2018年の調査に対する集計結果は「第 2表」で示されている。それぞれの調査は，利
用した調査手法や集計の方法が異なっているため，直接的に比較することはできないようである
が，執行状況の傾向は，2016年に比べて2017年は行政処分や制裁措置の数がかなり増加している
ことが見いだされる。とくに，「警告」や「罰金」，あるいは「プロフェッションから排除する」
という措置は厳格に遂行され，数多く実施されていることが明らかとなった。
2016年において執行された「第 2表」の Aから G以外の行政処分または制裁措置は，以下と

なる。
・チェコ：譴責； 7件（法的監査人）と 3件（監査事務所），公的譴責； 1件（法定監査人）と13
件（監査事務所）。

25）Cf. CEAOB （2018-3）.
26）Cf. European Commission （2020-3）.
27）Cf. CEAOB （2018-4）.
28）Cf. CEAOB （2019-4）.
29）Cf. CEAOB （2020-1）
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23法定監査に関する EU規制
国
数

  
8

 1
2

 1
4

 1
4

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
数

  
8

  
6

  
7

  
7

最
も
影
響

を
受
け
る

財
務
諸
表

項
目

・
収
益
　
　

・
棚
卸
資
産

・
収
益
　
　

・
棚
卸
資
産

・
貸
付
金
　

・
金
融
資
産

・
保
険
料
　
　
　
　

・
技
術
的
準
備
金
＊

検
査
に
よ
る
発
見
事
項
例

・
 不
正
リ
ス
ク
ま
た
は
構
成
要
素
リ
ス
ク

の
適
切
な
評
価
の
過
誤

・
 関
連
す
る

IT
統
制
が
検
証
に
含
ま
れ

て
い
な
い
こ
と
，
不
十
分
な
サ
ン
プ
ル

サ
イ
ズ
，
ま
た
は
，
内
部
統
制
へ
の
依

存
を
実
証
す
る
た
め
の
不
適
切
な
監
査

手
続

・
 棚
卸
の
立
会
お
よ
び
棚
卸
資
産
の
減
損

評
価
に
お
け
る
不
備

・
 関
連
す
る
契
約
内
容
と
条
件
の
不
十
分

な
検
証

・
 経
営
者
に
よ
る
重
要
な
仮
定
と
評
価
方

法
に
対
す
る
不
十
分
な
説
明
要
求

・
 構
成
監
査
人
の
業
務
に
対
す
る
不
十
分

な
監
督
と
レ
ビ
ュ
ー

・
 多
数
の
自
動
化
取
引
の
背
景
で
は
適
切

で
は
な
い
従
来
の
実
証
監
査
ア
プ
ロ
ー

チ
。
本
ア
プ
ロ
ー
チ
は
，
実
証
手
続
の

さ
ら
な
る
実
施
に
よ
っ
て（
不
備
を［
筆

者
追
加
］）
軽
減
さ
れ
な
い
。

・
 関
連
す
る
統
制
の
識
別
と
検
証
の
不
十

分
さ
（

IT
統
制
を
含
む
）

・
 監
査
証
拠
と
し
て
使
用
さ
れ
る
，
被
監

査
組
織
が
提
供
し
た
情
報
（
そ
の
完
全

性
と
正
確
性
）
に
つ
い
て
の
検
証
が
行

わ
れ
て
い
な
い
か
，
ま
た
は
不
十
分

・
 特
に
複
数
店
舗
に
配
置
さ
れ
て
い
る
，

棚
卸
資
産
の
棚
卸
の
立
会
の
不
備

・
 経
営
者
に
よ
る
重
要
な
仮
定
と
評
価
方

法
に
対
す
る
不
十
分
な
説
明
要
求
（
棚

卸
資
産
の
総
額
評
価
と
引
当
て
，
商
標
，

店
舗
の
減
損
．．
．）

・
 特
定
の
貸
付
金
の
個
別
の
減
損
に
つ
い

て
，
説
明
を
要
求
す
る
こ
と
な
く
，
ま

た
は
，
そ
の
重
要
な
仮
定
と
結
論
を
検

証
す
る
た
め
の
十
分
な
監
査
手
続
を
実

施
す
る
こ
と
な
く
，
経
営
陣
が
作
成
し

た
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
予
測
に
依
存

・
 ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
ロ
ー
ン
の
貸
倒
引
当

金
に
関
す
る
監
査
手
続
を
適
切
に
実
施

し
な
か
っ
た
こ
と

・
 重
要
な
金
融
資
産
に
つ
い
て
そ
の
完
全

性
，
正
確
性
お
よ
び
評
価
に
関
す
る
監

査
証
拠
が
入
手
さ
れ
て
い
な
い
こ
と

・
 監
査
人
が
説
明
要
求
し
て
い
な
い
同
一

資
産
に
対
し
て
作
成
さ
れ
た
2
つ
の
評

価
間
に
有
意
な
差
が
あ
る
こ
と

・
 監
査
に
関
連
す
る
重
要
な
統
制
と
シ
ス

テ
ム
に
対
す
る
評
価
に
お
け
る
不
備

・
 監
査
人
と
ア
ク
チ
ュ
ア
リ
ー
と
の
間
で

責
任
が
共
有
さ
れ
て
い
る
場
合
，
準
備

目
的
で
の
デ
ー
タ
の
整
合
性
，
完
全
性

お
よ
び
正
確
性
の
確
認
が
し
ば
し
ば
問

題
を
引
き
起
こ
す
。

・
 正
当
化
さ
れ
る
こ
と
な
く
，
つ
ま
り
監

査
手
続
に
よ
っ
て
十
分
に
対
象
と
さ
れ

る
こ
と
な
く
，
未
払
保
険
料
と

IB
N

R
準
備
金
が
重
要
な
リ
ス
ク
と
み
な
さ
れ

な
い
こ
と
が
多
い
こ
と

・
 検
証
さ
れ
て
い
な
い
相
当
の
割
合
の
保

険
料
に
つ
な
が
る
ビ
ジ
ネ
ス
種
類
の
不

十
分
な
分
類

コ
メ
ン
ト

「
監
査
事
務
所
は
，
監
査
経
路
に
沿
っ
た

さ
ら
な
る
欠
陥
の
可
能
性
を
最
小
限
に
抑

え
る
た
め
に
，
適
切
な
リ
ス
ク
評
価
を
確

実
に
す
る
こ
と
が
推
奨
さ
れ
る
。」

「
組
織
体
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
十
分
に

理
解
す
る
こ
と
は
，
監
査
人
が
適
切
な
監

査
手
続
を
確
定
お
よ
び
実
施
す
る
た
め
に

重
要
な
ス
テ
ッ
プ
で
あ
る
。」

「
職
業
専
門
家
の
懐
疑
心
と
専
門
知
識
は
，

銀
行
業
に
お
け
る
監
査
の
鍵
で
あ
る
。

 銀
行
監
査
の
監
査
品
質
を
向
上
さ
せ
る
た
め

に
，
監
査
事
務
所
に
よ
る
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

と
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
さ
れ
た
指
導
が
推
奨
さ

れ
る
。」

「
ビ
ジ
ネ
ス
の
十
分
な
理
解
と

IT
シ
ス
テ

ム
の
検
証
が
保
険
監
査
の
鍵
で
あ
る
。
職

業
専
門
家
の
懐
疑
心
は
，
準
備
目
的
と
保

険
数
理
レ
ポ
ー
ト
に
対
す
る
仮
定
を
扱
う

際
に
不
可
欠
で
あ
る
。」

＊
自
社
が
抱
え
る
保
険
債
務
を
即
時
的
に
他
の
保
険
会
社
へ
移
管
す
る
こ
と
に
な
っ
た
場
合
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
金
額
の
現
在
価
値
。
責
任
準
備
金
よ
り
広
義
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・フィンランド：公開ステートメント（「第 2表」の B）として警告と譴責。
・フランス：警告。譴責。一時禁止処分は最長 5年間。プロフェッショナルの称号の剝奪。職
業団体に対する最長10年間の無資格処分。

・ドイツ：譴責および最高500,000ユーロの罰金。監査人に対する特定の活動領域への従事の
禁止または最長 5年間の専門職業活動の禁止。監査人に対するプロフェッションからの恒久
的排除。

・ハンガリー：強制的なトレーニングへの参加。監査業務の再実施。特別な資格の剝奪。
・リトアニア：違反を犯した監査人による20時間と 4時間の追加コースへの参加。
・ルクセンブルグ：法令違反に対する40,000ユーロの罰金。現行のトレーニングに関する法令
違反に対して1,500ユーロの罰金。

・オランダ：個人の会計士に対する会計士登録の抹消。
・スロバキア：法定監査人または監査事務所の要請によって，監査監督機関は，その監査人ま
たは監査事務所が優れた評判を有しており，かつ新たな違反を犯しておらずあるいは法定監
査の実施において不適切な事項が検出されていない場合には，リストで公表されたその監査

第 2表　2016年と2017年における監査に対するEUの執行状況

行政処分と制裁措置

2016年 2017年

処分数
（件）

回答国数
（国）

所管官庁に
よる処分（件）

権限を委譲
された機関に
よる処分（件）

処分数
（合計件数）

A．  違反行為の停止および再発禁止を求めた
警告

106 21
PIE　 ：39
非 PIE：70
その他：20

PIE　：  2
非 PIE：169
その他： 18

318

B．  該当者および違反内容の公表 116 20 非 PIE：16
非 PIE： 38
その他：  8

 62

C．  法定監査人による法定監査の実施または
監査報告書への署名の最長 3年間の一時
的禁止処分

 10 19
PIE　 ： 2
非 PIE： 1
その他： 4

PIEと  　
非 PIE： 28

 35

D．  監査報告書が監査指令 Article 28の要請，
あるいは適用可能であれば監査規則
537/2014 Article 10の要請を満たしてい
ない旨の宣言

  0 18
PIE　 ： 1
非 PIE： 3

─   4

E．  監査事務所のメンバーによる PIE企業
に対する，最長 3年間の監査事務所にお
ける一時的職務禁止処分

  0 18 ─
非 PIE： 45
その他： 12

 57

F．  個人に対する罰金（行政処分として金銭
的処分を科すこと）

 76 19
PIE　 ：48
非 PIE：65
その他：10

PIE　： 20
非 PIE：188
その他： 84

415

G．  承認の取り消し  10 17
PIE　 ：37
非 PIE：19

非 PIE：117
その他：  3

176
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25法定監査に関する EU規制

人または監査事務所に科された行政処分または制裁措置を取り消す。
同様に2017年おいて執行された「第 2表」の Aから G以外の行政処分または制裁措置は，以
下となる。
・厳密な追跡調査（ルクセンブルグ，マルタ）
・訓練要請（ルクセンブルグ）
・警告（キプロス，フィンランド，スウェーデン，ラトビア，ルーマニア）
・要求した情報を提出しないことに対する罰金（オランダ）
・規則遵守命令（ベルギー）
・譴責（チェコ，ドイツ，スウェーデン，エストニア，アイルランド）
・厳重注意（イギリス）
・公的譴責（ノルウェー，チェコ）
・監査コンプライアンス・レビュー（マルタ）
・監査ファイルのレビュー要請（マルタ，イギリス）
・注意（ノルウェー）
・ 3年間の法定監査業務の一時停止処分（ハンガリー）
・罰金（スロバキア）
・特別資格（たとえば IFRS）の取消（ハンガリー）
・監査証明資格の取消または条件を課すこと（アイルランド）
このように，加盟国において「その他」として挙げられた行政処分や制裁措置の多くは，表現
が異なっているだけで「第 2表」の Aから Gで挙げた処分と同じような処分を適用しているよ
うに思われる。さらに，処分の多様性がいくつか見いだされるが，これは EUにおける各国の歴
史的な経緯の結果がその理由となっているようである。2018年の報告書では，「EUの監査改革
は始まったばかりである。多くの加盟国は，EUの監査改革法令に直接準拠した行政処分や制裁
措置を科しているとはいえない状況である

30）
。」とのコメントが記載されている。

2018年の執行状況を対象とした2019年の調査は，2017年の執行状況と比較する形で集計されて
おり，その状況を示したものが「第 3表」となる。2019年の調査における集計方法は，「監査監
督機関による処分」と「権限を委譲された機関による処分」を合算する形で行われている。また
アンケートでは 7つの執行の分類が提示されているが，2019年の調査では，その分類には該当し
ない「その他の執行」として回答されたものについて， 7つの執行の分類のいずれかに類似する
と判断されたものはその該当する分類に含めて計算している。このため，この調査結果は，「第
2表」における2017年の集計結果と異なる数値が示されている。
この調査の結果，2018年における EUの執行の状況は，2017年に比べ， 5つの分類において増
加しており，減少した 2つの分類（「警告」と「罰金」）であっても，減少率は10％に満たず，件
数はほぼ横ばいであったことがわかる。全体として，監査監督機関は，不適切な監査に対して前

30）Cf. CEAOB （2019-4）, p. 13.
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三 田 商 学 研 究26

年よりもより積極的に処分を科している，という状況が把握されるであろう。このことは，同時
に実施された別の質問項目からも観察される。CEAOBは，2019年の調査において，監査人に対
して執行を担う組織やその権限について，近年大きな進展や変化があったかどうかの調査を行っ
た。その結果，28の回答のうち 7件において「Yes」との回答が寄せられた。執行に関連した進
展や変化の具体例として，「所轄機関の執行を監督し，また監査人の業務に対する制裁措置を要
請する常任委員会が新たに設置されたこと」（ラトビア），「組織の最上位に監督を担う独立の審
議会が創設されたこと」（オランダ），そして「FRCに対する独立レビューの報告を受けて，政府
は FRCから新しい組織である ARGA（the Audit, Reporting and Governance Authority）に移行する
準備を進めていること」（イギリス）などが報告されている

31）
。

2019年の調査では，さらに，制裁措置の主要な原因となった監査上の問題についても質問を
行っている。回答者は，2018年において制裁措置の原因となった監査上の失敗について 3つを回
答することが求められた。その結果は，「第 4表」でまとめられる。質問の仕方が自由回答で

第 3表　2017年と2018年における監査に対するEUの執行状況

行政処分と制裁措置
2017年 2018年

処分数
（件）

合計
（件）

処分数
（件）

合計
（件）

1．承認の取り消し
PIE　 ：  0
非 PIE： 17
その他： 10

 27
PIE　：  2
非 PIE： 23
その他：  4

 29

2 ．違反行為の停止および再発禁止を求めた警告
PIE　 ： 65
非 PIE：649
その他： 96

810
PIE　： 44
非 PIE：546
その他：152

742

3 ．該当者および違反内容の公表
PIE　 ： 54
非 PIE：  8
その他：  0

 62
PIE　： 15
非 PIE： 99
その他： 23

137

4 ． 法定監査人による法定監査の実施または監査報告書への署
名の最長 3年間の一時的禁止処分

PIE　 ：  2
非 PIE： 29
その他：  4

 35
PIE　：  3
非 PIE： 35
その他： 12

 50

5 ． 監査報告書が監査指令 Article 28の要請，あるいは適用可能
であれば監査規則537/2014 Article 10の要請を満たしていな
い旨の宣言

PIE　 ：  1
非 PIE：  3
その他：  0

  4
PIE　： 12
非 PIE： 59
その他：  0

 71

6 ． 監査事務所のメンバーによる PIE企業に対する，最長 3年
間の監査事務所における一時的職務禁止処分

PIE　 ：  0
非 PIE： 45
その他：  2

 47
PIE　：  0
非 PIE： 32
その他： 18

 50

7 ．個人に対する罰金（行政処分として金銭的処分を科すこと）
PIE　 ： 68
非 PIE：253
その他： 94

415
PIE　： 50
非 PIE：247
その他：111

408

31）Cf. CEOAB （2020-1）, pp. 15-17.
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27法定監査に関する EU規制

あったために多様な記載となっているが，「特定の監査基準の準拠違反」が最も多い執行の原因
となっており，なかでも，監査証拠の入手に関連した原因が数多く見いだされていることがわか
る。また，文書化の問題，監査報告上の問題，独立性の問題，あるいは締切日を過ぎる問題など，
数は多く報告されていないが，各国の執行において多様な原因が制裁措置の対象となっているこ
とが理解される。

　（ 2）財務報告に対する執行
ESMAは，監督の収束を強化し，発行者と財務諸表利用者に対して，国際財務報告基準

（IFRSs。IASを含む）の適切な適用に関する関連情報を提供することを目的として，EECS
32）
による

第 4表　制裁措置の主要な原因となった監査上の問題

監査上の問題 PIE企業 非 PIE企業

リスクの識別と対応の失敗 1

独立性の欠如 3 1

重要な虚偽表示の識別の失敗 1 1

ISA 701の準拠違反 1

文書化の欠如 1 1

監査証拠の欠如 1

必要な保険金額の欠如 1

締切日の違反 1

ISA 230の準拠違反 1 1

監査報告書における不備 1

特定の監査基準の準拠違反 5 6

棚卸資産に対する注意の欠如 1

報告責任の遵守違反 2

倫理基準の準拠違反 1

ISA 500の準拠違反 1

文書化と監査証拠の欠如 1

職業基準の準拠違反 1

検査に対する妨害 1

ISA 500 1

重要項目に対する実証手続の不実施 1

32）欧州執行者調整セッション（European Enforcers Coordination Sessions）。EECSは，IFRSsに基づく財務
諸表を作成する欧州経済地域（EEA）の規制市場に上場し約6,000の発行体の監督を調整する責任を負い，
IFRSsの監督責任を持つ最大の地域執行機関のネットワークである。欧州各国の執行者は，EECSを通じて，
IFRSの適用と執行に関する経験を共有している。
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財務諸表の執行決定の機密データベースから抽出した執行決定の内容を公表している
33）
。2020年 4

月時点では，2005年12月31日の公表開始から最新の2020年度第 1回目第24回抽出（2020年 4 月 2
日）まで合計261件の執行決定が公表されている

34）
。

執行決定の内容は，次の 4事項の 1つ以上を満たす場合に公表される
35）
。

・執行決定が複雑な会計上の問題または IFRSsが異なって適用される可能性のある問題に関
連すること

・執行決定が証券発行者間または特定業界で比較的広範囲に及ぶ問題に関連していること
・執行決定が，これまでに経験がないかまたは執行者間で一貫性がない経験を持っている問題
を説明していること

・執行決定が会計基準でカバーされていない根拠に基づいて行われていること
抽出公表された執行決定の性質は次のように説明されている。執行決定は，IFRSsの一般的に

適用される解釈ではない。抽出された執行決定は，IFRSsに基づく財務諸表の作成時点で有効な
IFRSsの必要条件に基づいており，IFRSsの将来の改正によって代替される可能性がある。抽出
された執行決定の公表は，欧州の執行者が IFRSsに準拠していると見なすことができる会計処
理について市場参加者に通知する，つまり検討された処理が IFRSsで容認される処理の許容範
囲内にあるかどうかを通知するものである。かかる公開は，執行決定の背後にある根拠とともに，
欧州経済地域（EEA）における IFRSsの一貫した適用に貢献するものである

36）
。

ここでは個々の執行決定の内容を紹介するのではなく，261件について，リストの内容を分類
整理し，執行決定事例から得られる知見をまとめる。
第一は，問題とされた財務報告の決算日と執行決定の公表までの期間である。261件個々の状
況を整理したものが「第 5表」である。
決算日が不明の 3件を除く258件の平均期間は20.8 ヵ月である。各国の執行機関が IFRSsの適
用上の問題を認識してから調査を行い，IFRSsの適用について留意すべき内容を確定し，上記の
公表条件を勘案して抽出し公表するまで平均 1年 8ヵ月を要している（最短 0ヵ月，最長48 ヵ月
（2012年12月31日決算，2017年 1 月公表））。
第二は，問題となった IFRSsの会計基準の頻度である。「第 2図」は問題とされた IFRSsの頻
度のパレート図である。パレート図により，どの基準に問題があったか，重点的に取り組むべき
基準はどれかがわかる。つまり，「第 2図」から，問題となった IFRSsの半分強を次の 8基準が
占めている。

IAS 39：金融商品─認識と測定（11.1％）
IAS 36：資産の減損（8.4％）

33）Cf. ESMA（2020-3）. 261件のそれぞれについて，決算日，問題の範疇，関連する IFRSsに加えて，①発行
者の会計処理の説明，②執行決定内容，および③執行決定の理由の 3点が A 4 版の約 1 - 1.5頁で記載されて
いる。

34）ESMA （2020-2）.
35）ESMA （2020-3）, p. 3.
36）Ibid.
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第 5表　決算日から執行決定公表までの期間

執行決定年月（年 /月） 05
/06

05
/12

06
/12

07
/01

07
/04

07
/12

08
/05

08
/12

09
/03

09
/08

09
/12

10
/07

10
/10

11
/02

11
/ 8

12
/10

13
/04

13
/10

14
/04

14
/11

15
/07

15
/11

16
/12

17
/01

17
/10

18
/04

19
/07

20
/04決算日 件数 期間＊

2005.01.31  1 34.0 1

2005.06.30  4 23.0 3 1

2005.09.30  2 26.0 2

2005.12.31 26 21.6 13 5 4 4

2006.12.31 14 21.3 2 6 2 1 1 1 1  42月＊＊

2007.01.31  1 22.0 1

2007.03.30  1 20.0 1

2007.06.30  3 19.0 1 2

2007.10.31  1 13.0 1

2007.12.31 19 17.0 3 3 1 5 6 1

2008.01.31  1 29.0 1

2008.03.31  2 18.0 1 1

2008.04.30  1 19.0 1

2008.06.30  3 21.7 1 2

2008.09.30  2 19.0 1 1

2008.12.31 30 19.2 2 1 4 7 7 6 1 2  45月

2009.03.31  2  4.0 1 1

2009.06.30  1 19.0 1

2009.11.30  1 10.0 1

2009.12.31 14 22.1 1 1 2 5 2 3  42月

2010.03.31  1 16.0 1

2010.12.31 11 19.9 1 2 4 3 1  42月

2011.03.31  1 24.0 1

2011.12.31 22 24.3 3 10 5 3 1  42月

2012.04.30  1 17.0 1

2012.12.31 17 27.0 1 3 7 2 1 3  48月

2013.06.30  1 24.0 1

2013.12.31 13 19.7 1 1 3 7 1

2014.06.30  1 16.0 1

2014.09.30  1 13.0 1

2014.12.31 19 24.8 1 6 8 4

2015.06.30  3 20.7 1 1 1

2015.12.31 14 19.3 3 2 5 4

2016.03.31  1 18.0 1

2016.12.31  7 18.4 1 4 2

2017.06.30  1 33.0 1

2017.12.31  5 12.0 2 3

2018.03.31  1 15.0 1

2018.04.30  1 23.0 1

2018.06.30  2 21.0 2

2018.09.30  1 12.0 1

2018.12.31  5 13.2 1 4

不明  3 － 1 2

合計件数 261 20.8 16 11 14 15 7 8 17 13 9 10 9 8 10 12 10 11 7 10 12 14 12 10 8 8

＊ 期間：「期間」とは，決算月から執行決定公表月までの平均月数。期間は，決算月の翌月から執行決定公表月の前月までを
カウントして算定している（全258件）。

＊＊ 月数表示のセルはその左側のケース（濃いスクリーン部分）の「期間」を示している。
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IFRS  3：企業結合（8.4％）
IAS  1：財務諸表の表示（7.3％）
IAS 38：無形資産（5.0％）
IAS 32：金融商品─開示（4.6％）
IFRS  7：金融商品─開示（4.2％）
IFRS 10：連結財務諸表（4.2％）
これら 8基準のうち，IAS 1と IFRS 10を除く 6基準に共通する特徴は，それらが会計上の見積
りに関連していることである。PIE企業の財務諸表作成にあたって，IFRSsの適用上，会計上の
見積りの重要性が改めて認識される結果が示されている。
この結果は，財務諸表監査においても留意すべき点を示していると言うこともできる。IFRSs

の適用上の問題についての情報提供が監査でチェックすべき点として共有されうる可能性を指摘
できる。

第 2図　問題となった IFRSs の頻度（パレート図）
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IAS 1 19 7.3％
IAS 2  1 0.4％
IAS 5  1 0.4％
IAS 7  8 3.1％
IAS 8  9 3.4％
IAS 11  3 1.1％
IAS 12  8 3.1％
IAS 14  1 0.4％
IAS 16  2 0.8％
IAS 18  7 2.7％
IAS 19  6 2.3％
IAS 21  2 0.8％
IAS 23  1 0.4％

IAS 24   5  1.9％
IAS 27   7  2.7％
IAS 28   3  1.1％
IAS 32  12  4.6％
IAS 33   1  0.4％
IAS 34   7  2.7％
IAS 36  22  8.4％
IAS 37   3  1.1％
IAS 38  13  5.0％
IAS 39  29 11.1％
IAS 40   4  1.5％
IAS 41   1  0.4％

IASs 175 67.0％

IFRS 1  3  1.1％
IFRS 2  5  1.9％
IFRS 3 22  8.4％
IFRS 5 10  3.8％
IFRS 7 11  4.2％
IFRS 8  6  2.3％
IFRS 9  2  0.8％
IFRS 10 11  4.2％
IFRS 11  1  0.4％
IFRS 12  1  0.4％
IFRS 13  5  1.9％
IFRS 15  4  1.5％

IFRSs 81 31.0％

その他 5 1.9％

執行決定件数　261
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5．おわりに

EU規則と EU改正指令が制定されたことによって，EU各国における監査監督機関は，法定
財務諸表監査の質に対する公的な規制を強化していった。ここで，EU規則は，監査報告要件の
強化，監査事務所の強制的ローテーションの導入，非監査業務の制限，監査委員会の強化，そし
て監査人と PIE企業の公的監督者との対話の確立といった改革を要求するものであった。また
EU改正指令は，監査事務所の組織改善，監査報告書における関連情報の提供，監査監督機関の
権限強化，有効な制裁体制の確立，そして欧州委員会の能力更新といった改革を要求した。これ
らの改革を推進し，また EUにおける監査に対する監督を強化する一環として，各国の監査に対
する監督のコンバージェンスを促すことを目的として，EUの27ヵ国の監査監督機関をメンバー
とする CEAOBが創設された。CEAOBは，監査品質の検査，国際監査基準の技術的検証，不適
切な監査に対する執行，監査市場の質と競争の監視，そして EU加盟国と第三国との協調といっ
た役割を遂行するため，それぞれの役割を担う 5つのサブ・グループを設けている。本稿では，
「検査」サブ・グループと「執行」サブ・グループの取り組みに焦点を当てて，その調査結果を
分析した。さらに，欧州の独立規制当局である ESMAによる財務報告に対する「執行」の実態
を調査した。

CEAOBの検査サブ・グループは，CEAOBメンバー間における検査活動の連携と一貫性を高
めることを目的として活動しており，PIE企業の財務諸表監査の質をめぐる留意すべき問題につ
いて指摘を行っている。2014年度から2019年度までの調査に基づけば，検査による発見事項とし
て「評価されたリスクに対応する監査人の手続」および「会計上の見積りと関連する開示の監
査」がすべての業種において問題視されており，また財務諸表項目としては，特に「収益」と
「棚卸資産」の会計処理に対して問題が指摘された。また執行サブ・グループは，調査と執行に
関するメンバー間の情報交換および専門的助言を行うことを目的として活動しており，2017年か
ら2019年まで 3回にわたり質問票の送付という形で各国における行政処分と制裁措置の実施状況
を調査している。調査の結果，「警告」や「罰金」，あるいは「プロフェッションからの排除」と
いった措置は数多く見いだされ，年を経るにつれてより多くの処分が厳格に遂行されていること
が明らかとなった。一方で，EU改正指令の規定以外の処分がいくつも報告されており，国によ
る多様性が認められ，いまだ EUの法令に直接準拠した処分が科されている状況とはなっていな
いことが明らかにされた。そして ESMAによる財務報告に対する執行の調査では，2005年から
2020年まで合計261件の執行決定が公表されており，そこで特に問題とされた IFRSsの基準は，
金融商品，資産の減損，企業結合，財務諸表の表示，無形資産，金融商品の開示および連結財務
諸表であった。これらの基準に共通する特徴は，多くが会計上の見積りに関連していることであ
り，財務諸表監査においても留意すべき点として共有されうる可能性が指摘された。

EU規則と EU改正指令に基づいて EU各国が法定監査を監督するという構図は，財務諸表監
査の質を維持し高めることを強化するのみならず，各国の監査監督機関による監査規制の水準を
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高め，かつ足並みを揃えることにつながっている。CEAOBが強調する監査規制に関する各国の
情報を共有し，連携しそして一貫性を高めることは，まさに EU全体レベルで監査規制に取り組
んでいることを意味するものである。本稿では，財務報告および法定監査における検査と執行に
焦点を当ててその取り組みについて明らかにしてきたが，EU各国の状況が分析され，統一的な
見解が得られること，そして検査や執行が抱える全体的な問題について共有されていることが明
らかとなった。その意味でも，CEAOBと ESMAの EUにおける監査規制に対する役割は非常に
大きなものであると言えよう。 1つの国レベルではなく情報を共有して全体レベルで監査規制を
考えることは，ますます国際的に広がる投資活動において財務情報が不可欠であることに鑑みれ
ば，今後，わが国の監査規制のあり方を含め，研究者や監督機関が有さなければならない不可欠
な視点であると思われる。
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